	組込みソフトウェア業


長らく大阪の組込みソフトウェア業が貢献するのは家電製品開発分野で、仕事量が一定数底堅く推移してきたが、円高などによる生産拠点の海外シフトにより、ソフトウェア開発の需要が家電産業分野から自動車関連産業分野、または医療機器産業分野へと推移している。今期は、自動車、医療機器産業分野で需要が堅調である。
しかし、企業経営の健全性は、二極化傾向にあり、Ｍ＆Ａが急速に進むなど業界再編中である。
業界概要　

ソフトウェアの分類として、特定のユーザーの依頼による業務や管理を目的とした専用ソフトウェアである「受託ソフトウェア」、自動車や家電製品、携帯電話など専用機器に組み込まれる「組込みソフトウェア」、また、一般消費者が生活等で使用する「パッケージ・ソフトウェア」、最後に、「ゲーム・ソフトウェア」と４分類される（日本標準産業分類、経済センサス）。
組込みソフトウェアは、自動車の電装化や無人運転などの高度機能化、または機械装置のIot（Internet of Things）化に伴うシステム開発など世の中のインフラ設備、機械装置、モビリティ、携帯電話など組込み機器にインストールされたソフトウェアであり、稼動の信頼性、リアルタイム性など高度な要求を実現する複雑なプログラムを有するソフトウェアである。
経営形態としては、資本系列や創業の経緯により、情報機器メーカーから独立した「メーカー系」、システムユーザーの情報システム部門が独立した「ユーザー系」、そしてどちらにも属さない「独立系」に大別されるが、近年Ｍ＆Ａによる淘汰が進む。
平成11年３月19日公布の「ものづくり基盤技術振興基本法」において、「ものづくり基盤産業」に製造業などと並んで、ソフトウェア業が含まれることが政令で定められた。なかでも、組込みソフトウェアに係る技術は、18年４月26日公布の「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」で、「特定ものづくり基盤技術」として、金型技術、成形加工技術などと同様に指定され様々な支援がなされる。
本稿では、組込みソフトウェア業に限定して、調査結果をまとめる。
大阪の地位
24年度調査による大阪府内の組込みソフトウェア業の事業所数は82で、全国第１位の東京都（159）、第２位の神奈川県（91）に次いで全国第３位である（総務省『平成24年経済センサス－活動調査 事業所に関する集計 産業横断的集計』）。対全国比は11.1％である。
従業者数は2,910人（対全国比8.7％）となっており、神奈川県（25.0％）に次いで第２位（21.5％）と国内有数の集積地である。
受注、収益確保は二極化へ
自動車関連の表示ディスプレイの多機能化、電装化、衝突回避システム制御の高機能化、医療機器の高性能化などを実現するために組込みソフトウェアの開発ニーズは高まっている。ソフトウェアの開発ボリュームは、制御が複雑になるほど、そのソフトウェアの書き込み行数規模、開発工数、検証試験に資する時間は飛躍的に増加している。

「堅調な分野でソフト開発を受託できている企業では収益確保は万全であるが、受注獲得が進んでいない企業では総じて財務面が厳しい状況が続くなど、収益面では二極化傾向が進んでいる（大手受託開発企業専務）」との意見があった。
また、「仕事量で地域格差が生じていて、関西での通信機器や携帯電話関連の組込みソフト関連の開発案件は関東地域と比べて、近年減少傾向にある（派遣企業社長）」といった声など、関東圏への案件の集中化が強まっているとみられる。
そのため、７－９月期の受注については、受注が堅調な企業とそうでない企業、堅調な分野とそれ以外といった具合に二極化傾向が強まる状況がみられた。

悪い分野では資金繰りに苦慮
受注量が減少している分野では、固定費の比率が売上高に対して高まる結果、当該期間での運転資金など資金繰りが「窮屈」となっている。かつては、社内に案件を持ち帰って開発する「受託開発形態」と技術者をクライアント先に常駐させる、派遣法に基づく「派遣契約形態」とでは、派遣契約形態の方が時間チャージで計算された報酬を月次で請求できることから、資金繰り面に優れるとされたが、現在では大きな差はなくなりつつある。理由として、取引の多段階性がＭ＆Ａなどにより解消しつつあること、メーカーお抱えのソフトウェア開発専業子会社が解散し減っていること、個別企業の取引信用力向上によって、前受け金を得て仕事を着手し、また請求期間を短縮できるようになっていることなどが挙げられよう。
７－９期の資金繰りについては、二極化の影響を受けて受注量が減少している分野では、局所的には資金繰りに苦慮する状況がみられた。
設備投資はそれほど行われていない

組込みソフトウェアを開発するには、開発用のPCが必要だが、頻繁な更新投資をそれほど必要としていない。開発言語としてC+などベーシックなものを使用することが多いからである。また、電気回路のテストのための、テスターなど検査機器については、初期投資以降頻繁な更新をさほど必要としていない。

今期について、設備投資はそれほど行われていない。人手は不足
総じて不足している。特に30歳代未満の技術者が集めにくい（派遣企業社長）、また１割程度不足している（大手受託開発企業専務）とのことであった。労働力人口が減少している中、現代の若者にとっては、ソフトウェア業界は「新３Ｋ（きつい、きたない、きびしい）」とのネガティブなイメージが広がっていて、求職の選択肢に入りにくいことが背景にある。
また、組込み技術で一人前になるには、ソフト開発だけでなく、機械や装置の原理や仕組みに関する知識が必要であり、経験と知識、応用力が問われるため熟年者が即戦力として優位である。時間をかけて「人材」養成する必要があり、経営力と人材育成システムを有する企業がこれから人手不足を乗り越えていくであろう。特に、派遣主体の企業では、人材養成のノウハウ面に乏しいことが多く、経営力向上が図りにくいことが多いようである。
大手家電企業の影響、大手自動車燃費不正での影響
大手家電企業の経営統合などによる影響は、そこをメインの顧客としていた企業では、「先行きが見えず、開発案件も見直されている」ようで、新たな受注先を開拓するために他分野他企業への営業強化に注力している。しかし、同業界では開発セクションの海外移転が進み、受注案件を獲得するには、時間とコストが必要で、経営難となっている企業にとっては、資金繰りなど課題が山積する。
一方、大手自動車燃費不正問題では、直接的な影響は少ないようである。組込みソフトウェアが多用され始めている車載ディスプレイなどを開発するのは専業メーカーであり、自動車メーカーはそこから特注品を購入するのでほとんどの企業には影響は少ない。また、当該企業から受注している専業メーカーでも１社の影響は他社分でカバーするため、直接大きな影響はでていないものとみられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
今後の動き
組込みソフトウェア業に関しては、さらに業界再編が進むといわれている。事業承継に係るもの、競争力強化のために技術・営業補完に係るものなど、将来の自社が業界内でどのポジショニングを得るのかを睨む戦略思考での動きが加速する。
産業分野では自動車関連分野、医療機器分野がしばらく安定的な受注を見込めるものとして注目され、新規参入が進むが、業界での商習慣、法律への対応、クローズな開発環境と受発注の仕組みなどにより容易に営業展開ができるものでない。そのため、先に示すようにＭ＆Ａなどによる展開が加速する。　

また、Googleによって開発された「Go（プログラミング言語）」など新たなプラットフォーム言語への対応で競争優位が決まるなど技術者は常に新たな開発環境への対応、ノウハウ習得といった切磋琢磨を求められる。

　　（松下　隆）
表　主要都府県のソフトウェア業（平成24年）
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産業細分類 事業所数
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事業所数
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従業者数

割合(％)

391 ソフトウェア業 2,688 72,952 10.4% 9.3%

　3911 受託開発ソフトウェア業 1,180 40,712 10.2% 10.0%

　3912 組込みソフトウェア業 82 2,910 11.1% 8.7%

391 ソフトウェア業 8,036 383,859 31.2% 49.0%

　3911 受託開発ソフトウェア業 3,199 194,998 27.8% 48.0%

　3912 組込みソフトウェア業 159 7,193 21.5% 21.5%

391 ソフトウェア業 2,079 83,462 8.1% 10.7%

　3911 受託開発ソフトウェア業 925 41,448 8.0% 10.2%

　3912 組込みソフトウェア業 91 8,392 12.3% 25.0%

391 ソフトウェア業 1,567 40,159 6.1% 5.1%

　3911 受託開発ソフトウェア業 684 19,452 5.9% 4.8%

　3912 組込みソフトウェア業 71 6,203 9.6% 18.5%

391 ソフトウェア業 1,152 24,502 4.5% 3.1%

　3911 受託開発ソフトウェア業 529 14,386 4.6% 3.5%

　3912 組込みソフトウェア業 29 774 3.9% 2.3%

391 ソフトウェア業 25,753 782,910 100.0% 100.0%

　3911 受託開発ソフトウェア業 11,517 405,882 100.0% 100.0%

　3912 組込みソフトウェア業 738 33,501 100.0% 100.0%
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資料：総務省『平成24年経済センサス－活動調査 事業所に関する集計 産業横断的集計』
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